富山県社会福祉審議会　第３回福祉基本計画専門分科会
日　時：平成29年10月24日（火）
午後１時30分～３時30分
場　所：富山県民会館704号室

１　開　　会

２　挨　　拶（前田厚生部長）
３　議　　事
　（１）会長・副会長の選任
　　　大橋臨時委員を会長に、宮田委員を副会長に選任
　（２）新たな富山県民福祉基本計画の中間取りまとめ案について
　　　事務局より資料１から５に基づき、一括説明の後、意見交換・質問

―意見・質問―

【大橋会長】　
　まず資料１と２の段階で何かご意見があればいただきたいというふうに思っております。

　はい、どうぞ。吉本委員。
【吉本委員】　
この会議に出るのは初めてなもので、今までの流れを十分にわかっていないところがあります。今のお話を聞かせていただきまして、こちらから積極的に言うのはちょっと苦しいところでもあるのですが、精神障害、いわゆる障害者という名前でいろいろ書かれていますが、身体とか知的の方についてイメージとしていろいろ書いてあるところはわかるところもあるのですが、精神の障害者を地域でどういうぐあいにしていくかという、その視点が少ないような印象を持ちました。端折られたところの中に入っているのかもしれませんけども、簡単に言うと、精神の方は精神病院に入れておけばいいんだという、そういうニュアンスでは多分ないとは思いますが。例えばアメリカでは４人に１人が心の病気を持っていると言われている、そういう時代でもありますし、多くの方は地域で生活をしておられます。
　日本において心の障害の軽い方たちを地域でどのように支えていくかという、それがこの中で、どの部分かと言われるとなかなか難しいところがあるんですけども、そこら辺はちょっと足りないんじゃないかなと。
　自殺の問題が１つ出ましたので、いろんな世代で、認知症だって、単純な認知症の人だけじゃないわけで、当然いろんな精神症状を呈する方っていろいろ先進医療との連携とか、いろいろ必要になってくるでしょう。例えばアルコール健康障害対策基本法も通りましたし、アルコールの方というのは家族にいろんな問題を波及する疾患ですし、自殺も多く医療だけでなく福祉や保健の関係が多いですので、その点も多面的に触れたりする必要があるかと思います。
【大橋会長】　ありがとうございました。

　それは資料４のところで少し論議をしたいと思います。今アルコールの問題が出たけど、薬物依存の問題等も触れなくちゃいけないところがあるので、そういうことの見直しをちょっとするということをしましょう。

　とりあえず資料１と２はいかがですか。統計的なものが中心で、これは後で言っていただいてつけ加えることも可能ですので。
　はい、どうぞ。宮田委員さん。
【宮田委員】　資料のところですが、今、発達障害者、精神障害者ですね。６ページのあたりが今、身体、知的、精神というふうに出ているわけですが、子ども関係のものは必要ないのかなと思うのですけども。例えば発達障害児ですとか、これはなかなか難しいんですが、あるいは世帯とも関係するかもしれませんけれど、例えば貧困児童の１つの指標として就学援助ですね。これは意外と福祉行政ではなかなか取り組みにくいところですが、やはり密接に関係するんじゃないかなと思いました。
　というのは、全体的にちょっとやっぱり、児童とか若者の視点が、当事者の視点が少ないのかなということを何となく、これまでの反省も含めて言っているんですが、そういうことで、子ども関係の何かデータがあったらいいのかなと思っています。

【大橋会長】　ありがとうございます。

　子どもの相対的貧困率だとか、それから、今出た文部科学省がやっている就学奨励制度とか、事務局も気がついている、今回間に合わなかったので、それはつけ加えられると思いますので、ほかにはいかがですかね。
【宮田委員】　資料２の真ん中の計画の目標のところで、ちょっと変なこだわりなのですが、「誰もが幸せを感じる富山型行政社会」、「感じる」がいいのか「感じられる」がいいのか、国語表現の問題なんですが、これが１つと、あと①②③④と出てきますけど、すべての県民が云々という言葉ですけど、どうしても年齢や障害の有無にかかわりなくという、高齢とか障害を意識したような雰囲気なので、むしろ、例えば子どもや若者が生き生きと活動し、そして成長できる、あるいは自己形成できる社会と。ノーマライゼーションということを考えますと、子どもや青年層の視点があったらいいのかなというふうなことも思ったりしています。

【大橋会長】　特に閉じこもりの問題を考えると、成年の位置づけというのはやっぱり、どうしても学校に任せちゃうという感じがあるけど、それはそれとして大事にしながらも、ちょっと違う視点で考えてみる必要があるかもしれませんね。

　ほかにはどうでしょうか。

　それじゃ、また後で振り返ることにしまして先へ進めますが、資料３－１と３－２で、富山県の今進めている総合計画との関係で、この辺がちょっと大丈夫だろうか、指摘があればご指摘ください。

　１つ、資料３－２のほうからいくと、未来の10のところで、「家庭・地域の教育力の向上」というのが網かけになっていないですよね。これ、言葉で使っている割には、よく使うんですが、実態ってなかなか難しいのですが、例えば里親のところで、地域短期里親みたいなものだとか、あるいはひとり親家庭で、親が遅くなるときに地域の里じい、里ばあみたいなところへとりあえず行くとか、何かそんな仕組みも含めて、地域の教育力というのを膨らませておかないと、実は子どもの貧困で一番大きいのが、学校の問題もさることながら、多様な社会体験の機会の差なんですよね。
　つまり、裕福なところはスイミングスクールとかピアノだとかいろんなことをやっているし、夏は夏とか冬は冬やっているけど、貧困の家庭は実はそこのところがなくて、いろんな意味で関心が持てないという、従来の子どもの貧困を言っている人たちもそこのところが抜けちゃっているので、この地域の教育力、家庭の教育力、もっと多様な社会体験の機会を提供させるみたいなことで考えてみる必要もあるんじゃないかなというのはちょっと気になったところです。

　どうしても学校に任せるけど、実は学校も限界なので、地域で育てる、その社会体験の機会、教育学をやっている人ならわかると思うんだけど、社会体験が多様なことによって関心と感動が生まれて学習意欲が出てくるということなので、これが非常にないというところをぜひ入れておいてほしいなという感じがします。

【宮田委員】　福祉で言うと、児童健全育成の分野ですね。

【大橋会長】　そうですね。
【宮田委員】　子ども会ですとか児童館ですとか、そういうことですね。

【大橋会長】　それから、同じようなことでは、これはどういう網かけ方をしているのかわからないけど、資料３－２の人づくりの５、６のところですね。若者の職業的自立や起業の支援とか、若者の社会の一員としての自立促進とか、結構これが大きいですよね。閉じこもりとの関係とか。キャリアデザインとかがうまく描けない子どもたち、若者たちということなので、この辺がうまく連動するといいかなという感じはします。

　とりあえず中身じゃなくて指摘だけしていただいて、後でまた事務局で調整をしていただければということになります。

　それじゃ、本来の資料４の中身で、先ほど吉本委員さんも言われたことも含めて少し丁寧に掘っていきたいと思いますが、１ページはいかがでしょうか。県民の福祉意識の高揚、学校教育における福祉教育の推進。
　富山県は14歳のチャレンジみたいなのをやっているんでしょう？　14歳のチャレンジなどでインターンシップ的なことというのは結構あるんじゃないですかね。
　だから、実はさっきキャリアデザインの話をしたんだけど、昔だったら親の背中を見て子どもは育つと言われたけど、今子どもは親の背中を見ても、おやじが何をやっているかさっぱりわからない、母親が何をやっているかさっぱりわからないというので、やっぱりインターンシップというのはすごく大事で、大学生も就職するときに１つの問題は、キャリアデザインを描けないということのようですね。大企業のいろんな社長たちに聞くと、３年間で３分の１はやめると。それはどうも就職先を選ぶときのフィッティングがうまくいっていないと。キャリアデザインが描き切れていないんだというのをよく聞かされるんですが、何かその辺も、先ほどの人づくりの職業意識、職業観というような問題等も含めて少し書き込んでみる必要があるかもしれない。せっかく14歳のチャレンジがあるので、どこまで広げるかということはありますけど、ちょっと視野に入れておいていただいたらいかがでしょうか。

　じゃ、なければ先に行きますよ。
　はい、どうぞ。

【宮田委員】　この辺は例えばＰＴＡも一体となって学校が進めているんだろうと思うんですが、送り出す側と受けとめる側の連携がもう１つあってもいいのかなということを思うわけです。
　ですから、本当は学校教育限定ではなくて、学校と福祉のサービス事業者といいますか、受け取る側と、さらにＰＴＡ、家庭、地域ですけど、これらのプラットフォームのようなものができていて、そして事前学習、体験、事後学習というふうなことが一体的にやられて、それが進路支援の教育につながっていくということだと福祉人材の裾野を広げることになると思うんですね。

　ちょっと悪い例だけ話しますと、学校の先生あたりが訪問してきて、ぱしゃっと写真を撮ってまた帰っていって、あとは報告書を一生懸命つくるという、そういうような14歳の挑戦ではよくないだろうと。
　ただ、ほとんどの学校は振り返りをやって、学校祭で子どもたちの成果を発表したりしていますけれど、専門職や養成校が積極的にかかわっていくというところがあったらいいのではないかなと思います。

【大橋会長】　きょう教育企画課の方もいらっしゃっていますけど、新潟市が僕はシステムで非常にいいと思うのは、小学校、中学校に地域教育コーディネーターというのを置いているんですね。つまり、地域あるいは社会とのかかわりを授業を持っている担任の先生にやらせるのはもうオーバーワークで、どだい無理で、今、学校の先生はブラック企業の最大ですよね。文科省の担当者がブラック企業の最たるものだと言っているくらいに、もう今大変なので、教員の負担を和らげるというか軽減するためには、新潟市のような学校と地域社会をコーディネートする職員を配属するなんてことを考えたほうがいいのかなというふうに思っているんですね。

　これはある意味では、文部科学省が言うところの学校地域支援対策本部事業とも絡むので、その辺を拡大するということをぜひ教育企画課の事務局と少し相談していただけるとありがたいなと。
　そういったところは大体うまくいっているんですよ。つまり、地域にどういう人材がいるかとか、地域にどういう資源があるかというのはコーディネーターがよく知っていて、それで児童生徒をつなげてくれている。見守ってくれている。そういう意味では、先生方も安心なんだよね。
　そんなことをぜひ富山で、それこそ富山型教育の教育福祉のプログラムとして考えられるといいですね。必要ならば隣の新潟市をぜひ参考にしていただければと思います。

　それじゃ、１ページ、いいでしょうか。

【惣万委員】　14歳の挑戦は、日本でも有名で注目されています。そして、14歳で来て介護現場とか看護師さんになっていったりお医者さんになっていったりして、ちゃんと全部、調査はわからんけど、ちゃんとそれは１週間なんですよね。親も頑張ってきてくれるし、学校の先生もすごい張り切って来られるから、地域の中で実施すればいいと思います。

【大橋会長】　これはこれですごくいいので、それをもっとシステムとして拡充するということでしょう。同じような取り組みというのはかなり全国的に広がっていますので。
　事務局の方、ご意見があったらどうぞ言ってくださっていいですよ。担当の方、遠慮しないで。

　それじゃ、２ページに行きましょうか。２ページも大体さっきの１ページと同じことですし、障害者の差別解消、合理的配慮の問題と似ていますから、よろしゅうございますかね。

　それでは３ページ、福祉を担う人づくりのところですね。よろしゅうございますか。
　（１）の②の介護・福祉サービスを担う人材の教育・養成の推進の中に、ケアの科学化みたいのを少し入れられないだろうかというふうに思うんですね。

　実はこの間、ちょっと意識して見ているんですけど、特養などで、ケア記録を全部アイパッドで使っているんですよ。アイパッドで記録化すると全部コンピューターに入力できますから、１つの典型的な例でいくと、ある方が非常に徘徊をすると。その徘徊している人の記録がずっとコンピューターに入っているわけですが、そこで「徘徊」という語句を入れて検索したら、どういうときに徘徊しているかという状況がみんなわかるわけですね。結果的に、その人は便秘をしているときに徘徊するというのがわかった。便秘をコントロールすると徘徊はない。ということも含めて、アイパッドなどを使ったケアの記録があったら相当全国各地進んでいるということと、それから、起居動作の画像をロボットで探知して、どういうときに事故が起きているかということを多角化するというので、これから若い人は、そういうケアの科学化で、ロボットやアイパッドを使ったことというのは相当進むんじゃないかと思っているんですね。

　そういう意味で、ケアの分析ができるようになってきたので、ぜひそんなところを少し入れてくるともっと近代化したイメージで、３Ｋ職場ではないというふうに変わってくるといいなというふうに思っています。

　佐賀県の高校生などは、そういうことをもっと使えば３Ｋ職場じゃないって言っているので、ぜひその辺は入れていただくと、何か格好いいらしいですよ。

【惣万委員】　でも医療だって、そうやって使って、看護師さんもお医者さんもだんだんテレビばっかり見ているとか、自分で話もしない、機械で見て監視しているという苦情がいっぱい出ています。

【大橋会長】　ちょっと違うわ。

【惣万委員】　ちょっと違うけど、でも介護現場でも出ていますよ。アイパッドでこうやって入れたり、アイパッドばっかり見ているという苦情も出ています。よく似てきたなと思うものですから、もっとやっぱり患者のそばでちゃんとやっていかなければならんと私は思っているんですけど。
【前田厚生部長】　とりあえず、総合計画との関係性については後ほどまとめて、特に子どもなり家庭力みたいなところで、これからどうしても総合的に地域で支えるというところは非常に重要になってまいりますので、その辺は少し確認をして、今の記載みたいなところは若干会議の途上の状況ですけれども、報告をさせていただきたいと思います。

　今、大橋会長からお話しいただいたＩＣＴ自体は、４ページ目になるんですけれども、職場環境の改善、定着支援みたいなところの中でＩＣＴ等みたいな形で入れていまして、どちらかというと負担軽減みたいなところに書いてあるんですけれども、少し質の高い介護、特に一連の行動を分析するみたいなところでは非常に重要なところだと思いますので、この辺を少し工夫させていただきたいと思います。
　惣万委員ご指摘のことはよく言われるところで、急速に増えているところですし、パソコンで入れる要素も増えてきているので、先般の安心部会でもご指摘をいただいたところですから、これもそればっかりに陥らないで、こっちは手法のほうですので、審議のところはしっかりそういうところもないように配慮させていただきたいと思います。

【惣万委員】　少人数の人を少人数でかかわっていたらいらないんですよアイパッドって。
【大橋会長】　それにしても、やっぱりケアの科学化は必要だから。
【惣万委員】　そういうことで発見したといってそういうのに使ってもらうと私は困る。

【大橋会長】　今の絡みでいけば、個別性を大事にしたような、ユニットケアの推進みたいなものがすごく大事なんじゃないですかね。個別ケアというものを徹底させる方向での施策の動向ですね。
　もう惣万さんが言うのは重々わかった上で、４ページはいかがですか。よろしゅうございますかね。

　４ページに民生・児童委員のところが出てくるんですけど、後で犯罪刑余者の問題が出てくるのに保護司の規定がないのよね。だから、保護司との連携なども少し視野に入れておいたほうがいいかなという感じはします。

　５ページはどうでしょうか。この辺はもうずっと富山が大事にしてきたところだから。
【惣万委員】　富山ももちろんですけど、日本全国一番、私、きのう東北も２県回ってきましたけど、何が課題かといったら働く人がいない。だから、安心といったって、これが一番みんなが心配しているところなんですよ。どうやって日本は確保していくのかということ。そして富山県はどうしていくのかが心配。
【大橋会長】　一番難しい。ケアの合理化をして、人的でなくていいところはちゃんとやると。機器を使って、その分人的な対面はよくやるというようなことも１つだし、そのことによって３Ｋの雰囲気を変えるということもあるということかもしれませんね。
　それで、６ページは住民と行政の協働による、これが今回の国の「我が事・丸ごと」の１つの重要なポイントになるのですけれども、かなり書き込んでいただいているかと思いますが、どうでしょう。よろしゅうございますか。

【惣万委員】　それに関しては富山はまだまだだとは思いますけど、全国のことを考えたらかなりいいですよ。自治会率を考えたって、町内会費を払っていない、例えば沖縄の人なんて払っている人は15％ですよ。そう思ったら、富山はちゃんと自治会というものがあって、そして確立していますから、もちろん国の言う自助、共助、なんやらとかはいっていませんけど、まだいいのかなと思っています。

【大橋会長】　そのとおりですね。
　最後７ページの下に「寄附文化の醸成」という言葉があるんですけど、富山というのは遺産……。
　どうぞ。

【宮田委員】　書かれているかもしれませんけど、地域できちんと組織していくときに、社会福祉協議会なのか地域包括支援センターなのかとよく地域でやって問題になるんですね。包括支援センターが両方では見当たらないと思うんですけれども、ほかに出るのかもしれません。

【大橋会長】　あちこちで出てきていますが、さっきの５ページのところで、コーディネート人材の養成で社協のところも出てきますし、後でも出てきますね。

【宮田委員】　出てくるんですか。

【大橋会長】　ただ、もう少し社協がやっぱりそこは大事だなと書き込んでもらうというのもいいんじゃないでしょうか。

【宮田委員】　地域特性によって、どっちが主導権というか引っ張っていくかで違ってくるとは思うんですが。
【大橋会長】　わかりました。
　じゃ、８ページはいかがですか。例えば滋賀県の縁のネットワークだとか香川県の思いやりネットワーク事業だとか、随分進んできているんだけど、富山は法人の地域貢献の連絡協議会というのはできている、まだできていない。早急につくらないとならないよね。

　地域貢献の８ページ、３の（１）社会福祉法人の地域貢献活動の促進というところで、滋賀県の縁のネットワーク、香川県の思いやりネットワーク、滋賀のほうは、実は中小企業が相当参加をしてこの地域福祉にかかわってくれてお金を出してくれているんですよ。香川のほうは、施設経営する法人だけじゃなくて、社協と民生委員さんが三位一体でやっているんですね。大阪とか神奈川は施設経営している法人が中心にやっているんですね。大体３通りぐらいの方針になっているんですが、施設だけがお金を出し合ってやるのもいいのですが、地域との関係では、香川のやり方もあるし、企業も参加しているという滋賀県のやり方もなかなかいいかなというふうに思っているんですね。

　９ページの多様な主体の参入支援、これもこれからとっても大事ですよね。どうしても我々、行政と社協、法人だけ考えていたけども、もっといろんな問題がありますね。

　じゃ、10ページ、安心して暮らせる「地域づくり」で、さっき惣万さんが、まだ富山は安心して暮らせる自治会がしっかりしていると。だけど一方で人材がいないということだけども、まずユニバーサルデザイン、バリアフリー、これはいいですか。

　はい、どうぞ。
【宮田委員】　少し耳に入ってくるのは駐車場の問題なんですが、パーキングパーミッションとか言うそうですけど、オリンピック・パラリンピックの関係でそういう方向性が出ているようです。そして、富山県の周囲の石川だとか新潟とか、みんなそういうシステムというか仕組みを入れているそうなんですが、富山はどうしたらいいのかなと。
　ただ問題は、障害者団体からあまり聞こえてこないんですね。ちょっと私も複雑な思いをしているんですが。要するに、駐車するときに障害者であったり妊婦さんだったり、そういう県として共通の何か駐車カードみたいなものをバックミラーのところにちょっと引っかけておいて、安心して優先のスペースにとめるというふうな仕組みらしいのですけど、問題は誰が認証をして発行してという問題はあるんだろうと思うんですけど。
【大橋会長】　車椅子マークと四葉マークが今一般的に使われているけど、それ以外にそういうことをやっているんですか。
【宮田委員】　県単位で何かやっているそうなんです。

【前田厚生部長】　厚生企画課長から細かく答えていただきますけれども、総論でいきますと、パーキングパーミッション、単なる障害者マークのついている駐車場だけを用意していると健常の方も使ってしまうということで、市なり県なりがあらかじめ免許証みたいなものをお渡ししてという制度であります。

　特に都市部で、限られた駐車場のところでは非常にニーズが高いという現状がございまして、富山県は全体の駐車場が広いせいか、マナーがいいのか、それほど団体の方々から免許証発行とかの手間のほう、先生おっしゃっていただいたとおりの思いもあるのか、それほど声としては強くなっていないというのが現状です。
　なので、ちょっと利用ニーズなんかは少しあずからせていただいて、これをすぐ入れるかどうかというのはちょっと課題のところかなという形で思っております。

【大橋会長】　今ほどの説明でいいですね。

　それじゃ、12ページはいかがですか。
　手話言語条例が随分進んできているし、ＩＣＴも進んできているし、聴導犬も増えてきたりとか、いろいろなことが増えてきて、かなりバリアフリーになってきているかなというふうに思うんですが、障害者差別解消法が出て合理的配慮というのが蓄積されてくれれば随分意識が変わってくると思うんですけど、何かあります？　いいですか、課長。特にない？

【前田厚生部長】　ご質問していただければ何でも答えますけど、せっかく振っていただいたので、ちょうどうちもそういう差別条例、対応できる条例というのをつくらせていただいて２年ほどたちますけれども、特に目立ってきましたのが、盲導犬を入れたときに、ホテルでありますとか飲食店がちゃんと対応できるかどうかみたいなのが課題として見えてまいりましたので、先般、そういう団体のほうにそういうのをお願いできないかみたいなご相談をしたりでありますとか、手話言語条例は約半数の都道府県で制定されているものですし、ちょうどいい機運ではないかなということで、今、制定に向けて詳細を詰めさせていただいているところで、ちょうど２年前の法律、うちの条例もありましたから、それを踏まえまして少し進んでいるかなという状況でございます。
　ちなみに、すみません、何でもしゃべりますと言ったのでしゃべりますと、吉本先生から最初いただいた精神障害者のところなんですが、もともと福祉基本計画自体が医療計画、障害計画という、ほかの計画が３つ立っている中の１つ、福祉部門をどうするかというところですので、医療なり障害サービスあるいは介護サービスみたいなところになると少し記載が弱い部分がございます。
　精神の場合は特に、もともと医療の中で、精神医療という大きなカテゴリーの中で、医療で完結している部分が非常に大きかったので、記載としては医療計画なり障害計画の記載が大きいんですけれども、福祉のほうで、障害者全体に対して支援みたいな記載が幾つかございますので、この中で当然、精神の方もよりアウトリーチという形で地域に帰っておられる方、どんどん増えておりますので、その辺がちゃんと対象なんだというのは少し見える形にしていきたいと思います。

　宮田委員からお話がございました、大橋委員からもございました県の総合計画との関係なんですけれども、そういう意味では、これは福祉に重みがあるので、教育という切り口でいくと見えにくいところもあるというのが、ちょっと限界がある前提で聞いていただければと思うんですが、総合計画の中でご指摘いただいたような黒抜きになっていないところは、教育という観点で少し地域の教育、14歳の挑戦も含めて、地域の状況をよく知ってもらうみたいなことの記載がございまして、そういう意味では、福祉基本計画というつながりから若干弱い部分があるんですけれども、そういった懸念は極力記載をしておりますし、就労支援というところも学校教育の中で進めているところも結構ございますので、そういったところがご指摘いただいた人づくりの部分であるとか、そういうところに記載をしてございます。

　なので、福祉基本計画が狭い１つのカテゴリーで見ているところがありましたので、ちょっとリンクは弱いところがございましたので、そういったところも関与できているというところはちょっと工夫をさせていただきたいと思います。

　すみません、取り急ぎ関係についてご紹介させていただきました。

【惣万委員】　精神のほうで、私、この分野でって初めて知ったんだけど、精神障害というのは障害者のところの担当かと思っていたら、富山県でも障害のところの担当じゃない。医療と健康課。でも、ほかの県も、障害のところに入っているところと医療のところに入っていて何か難しい。
　例えば富山市で、お母さんが精神病でといったら保健センターに相談に行かなければならん。市の障害福祉課に相談に行くわけじゃないんですね。窓口が違って、精神はどうも医療のほうに入っているのかな。違うんですか。ばらばら。
【吉本委員】　富山県は医療のほうにより重点を置いた課に所属している。これは各県で違う。国自体もいろいろありますので、現実は確かに精神障害者のヘビーな人はもう入院医療で行うという形になっていますけど、だから、それだけ見れば医療のほうがよりウエートが高いわけですけど、でも今後広い目で見ていくとやはり医療だけに特化するというのはおかしくて、こんなことを言うとあれですけど、イタリアというのは、いわゆる日本の精神病院というのはないわけでなくてやっているわけですので、当然、地域で支えるシステムを構築しているからやれるという、ただ、これは国が決めないと、県だけに言ってもどうもならないことなので、あんまり強く言えるというほど……行政の方が苦しくなるだけなのでちょっと。

【惣万委員】　黙っとらんなんのやったけ。
【大橋会長】　さっき部長も言われたけど、精神衛生法から精神保健法、そして精神保健福祉法に変わっているわけなので、今や精神保健、福祉の視点でやるということですから、地域自立生活支援ということを考えるということですよ。ただし、治療の部分が全くないわけじゃないので、ある意味で認知症とよく似ているわけで、病理的にどういう意味を持っているかとか、どういう治療が可能かというのと、病気を持っていてもどう生活を支援していくかという両方の側面があるから、両方あっていいんですよ。

【吉本委員】　個人的に言いますと、今後県としては、長い目で地域のほうに少しずつウエートを置いていただく方向性は考える。これは国、行政の考えとも一致するわけです。ただ、今すぐにというわけにはちょっといかないかもしれないですけども、そういう考えは県として十分持っていただきたいなと。

　どこで言ったらいいかわからないんですけど、いのちの電話って、この前、自殺のところで言えばいいのかちょっとわからないんですけども、いのちの電話に関しまして、ＮＰＯ法人で、全国の組織の理事長会があったんですが、富山県はいのちの電話を中央にかけるルートでかける人が福井県、石川県に比べると倍以上いると。それをどんどん使われるとほかの人が使いにくいので、富山県で何とかしてくれないかと。
　ということは、別の言い方をすると、富山県の人は結構夜とかそういうとき、いのちの電話をどんどん使っている。そういうニーズの方がおられるということをやはり知っておかなきゃいけないだろうなと。そういう苦情で、何とか富山県でしてくれと。ただ、それを夜もやろうとしたら、そういうのにかかる人にボランティアの人が150人ぐらいは要るだろうということですから、それをやろうと思うと医療だけでは当然できなくて、教育、場合によっては障関連の人とか、全部組んでやらないとそういうシステムはできないので、軽々しく言うと自分で首を絞めることになるかもしれません。それはやはり、いのちの電話でそんなたくさん、他県に比べると結構使われている現状があると思います。
【大橋会長】　今出た吉本委員さんからの意見等は、例えば16ページの在宅サービス機能の拡充強化だとか、17ページの地域における日常的な支え合い体制の構築の中で、退院もしくは地域移行した精神障害者や知的障害者の地域生活を支援するための仕組みづくりみたいなことを少し入れたらどうか。
　厚労省のほうが来年の４月から障害者総合支援法でやろうと言っているわけだから、予算がつくかつかないかという問題があるけど、考え方としてはその方向なので、知的障害も精神障害も、地域生活が可能になるような支援の仕組みをどうつくるかということを16と17のところに書き込んだらいいんじゃないでしょうかね。できれば例示的に、精神障害、知的障害と名称を入れて。

　それじゃ、戻って、13ページの地域共生社会のところは、これでもう富山は進んでいて、ケアネットの連携が入ってきましたからよろしゅうございますか。

　実は13ページで入れるのかどこで入れるのかわからないんですけど、13ページだと地域包括ケアの拠点整備になるんですよね。だけど、先ほど言ったのは、医療的なベクトルからの地域包括と地域福祉的なベクトルからの地域包括ケアの１つの結節点は訪問看護なんじゃないかなというふうに私など思っているんですけど、訪問看護という名前が出てこない。富山は結構訪問看護、頑張っているわけでしょう？　違うの？

【前田厚生部長】　先に全体的なところを言いますと、訪問看護は今人口当たりの提供、事業者数提供数で言うと下回っている状況ではございます。

　伸びとしては、非常にこのところ尽力をいただいていて、大規模な訪問看護ステーションでありますとか提供数自体は増えているんですけれども、これはもともと10年ぐらい前の状況が非常に少なかったというところがありますので、伸びとしては非常にいい状況ですし、基盤として大規模のほうもようやく進んでまいりましたけれども、訪問看護については非常に途上というところであります。

　記載自体は17ページ目あたりに出てきます。拠点というところとサービスというところと分けた書き方になっていますけど、つなぎは出していただきたいと思います。

【大橋会長】　17ページに書いてある。

【前田厚生部長】　はい。
【大橋会長】　施設というふうに思い浮かべるけど、多分拠点と、要するにシステムみたいなことを考えると、結節点みたいなところはそろえないとやれなくなってくるかなという思いもあったりする。

　何か武隈委員さん、ありますか。いいですか。
【武隈委員】　高齢者もそうなんですが、障害者児のほうでも、日常生活支援の具体的な計画についての記載を一生懸命探して見ていたんですけども、結局、訪問介護は医療、訪問看護と介護の連携を通して日常生活支援が充実していくと考えています。

　それで、その日常生活支援を具体的に進めていく１つの大きなところでは、訪問介護が障害者、障害児の在宅を支援していく上で一番必要になってくるところが、障害福祉サービスの事業所登録というものをしないと現場で働けないというところがありまして、富山県はその登録が全国で一番少ない。訪問介護が障害者、障害児の在宅、訪問支援が日本でワーストワンで、障害者、障害児の日常生活支援を支えていくためには、ぜひとも障害福祉サービスの事業所登録も増やしてほしいと常々訪問介護のほうでは思っています。

　今のお答えにはちょっと適さないかもしれないんですが、そういうところの促進のほうも記載願えればと思っております。

【大橋会長】　15ページの療育の充実のところの一番下が訪問指導や訪問診査の充実となっているんですね。やっぱりケアがないので、ケアをどうするか。
　それとの絡みでいくと、16ページの３の（１）が重症心身障害者の受入施設への支援の充実なんです。施設への受け入れよりも、実際、今武隈委員さんが言ったように、東京とか徳島とか仙台もそうだけども、かなり重症心身障害児を在宅でケアしている。それの訪問看護が進んできている。そうしないと親御さんも潰れちゃうわけだから。
【武隈委員】　看護もそうなんですが、また介護も、連携していかなくてはいけないというところで、介護のほうがとても不足しているというのがニーズです。
【前田厚生部長】　まず居宅介護の部分なんですけれども、今会長からご指摘をいただいた重症心身の話、３の（１）の一番下に書いておりますけれども、その４つ上のところで高齢者、障害者の居宅介護、短期入所等の充実、これは１行ぱっと書いてありますけれども、少しそれは読みやすいような形にさせていただければと思います。

　重症心身障害児者の在宅というところでいきますと、本県、５年ぐらい前に、ＮＩＣＵの増床でありますとか療養介護の場所でありますとか、そういうのを充実させていただいたということがありますし、今、完全なマスとして成立しているかというのはちょっとまだ議論があるところですが、小児の重心を対象として専門的にやっておられる訪問看護ステーションなんかもご尽力いただいているところがありますから、少しずつ基盤はできているところで、強制的に数を増やしますと、一生懸命やっておられる方の商売がたきになってしまうので、少し工夫は要るとは思っているんですけども、訪問看護自体はそういう形で敬遠されている方が出てきているという状況でございます。

　今回、重症心身障害児者の受け入れ施設の支援の充実というふうに記載をさせていただいたのが、本県、若干やはり在宅サービスの充実がまだまだ追いついていないというところもあって、施設サービスのニーズも高いというところがございます。当然、在宅移行の支援を進めつつ、目先のそういう施設ニーズにも応えるというところがございますので、そういった受け入れ施設というところ、またそこの施設のショートステイみたいなところもしっかり支えていくという趣旨で書かせていただいたものでございます。

【大橋会長】　さっきの吉本委員さんの問題と同じで、やっぱり在宅移行している精神障害、ところが、重症も在宅なんだけど、立派なリハ病院をつくって、ああいうところがあるから、あれも活用しなくちゃいけないというのもあるし、今、国が社会的養護で里親にしろと言っているのに、養護施設の園長たちは反対しているわけなので、そういう従来の施設があったものからどう在宅に緩やかに移していくかというのは、書きぶりは大変だろうけども、やっぱり方向は限りなく在宅でやると。それをバックアップする拠点施設というふうな書きぶりで書いていかないといけないんでしょうね。そこを吉本委員さんは、急激にやれとは言わないけど、方向はそっちだよねという話だったと思うので、ちょっとそこは文言を整理してもらえればと思います。

【前田厚生部長】　すみません、申し上げるのを忘れていたんですけど、いのちの電話自体も、今、特に日中ご相談が非常に多い状況になっていまして、夜間はＮＰＯ法人なんかにもご協力いただきながら少し問い合わせ体制はつくっておるところですけれども、これからやっぱり、在宅に移行される精神の患者さんも増えていらっしゃいますので、お問い合わせは多くなってくると思いますから、その辺なるべく相談体制、長い時間受け入れられるような形でちょっと工夫はさせていただきたいと思います。

　すみません、記載そのものというよりも事業の話になってしまっていますけれども、そういったところも今後大事なところかと思っています。ここに書くのがいいのか、障害、あっちの自殺対策みたいなところに書いたほうがいいのかというのはあるんですが、そこは問題意識として、事務局は同じ厚生部なのでおあずかりをさせていただきたいと思います。

【大橋会長】　ありがとうございました。
　それじゃ、14ページ、子育て支援で、従来からかなり書き込んでいただいたなという思いはしますが、何かありましょうか。
　先ほど宮田委員さんが言われたことを含めて見直しをしていただいて、そのまま事務局に任せるということでよろしいでしょうかね。

　じゃ、15ページのところは、今在宅の重症障害児の問題は出ましたので、それも事務局に検討いただくと。

　16ページで、精神障害の問題、知的障害の問題、重症心身障害者の自立支援のところも少し文言的に整理をしていただくということでしょうかね。ここでユニットケアの推進などを入れられているということですね。
　17ページ、里親制度の普及啓発や里親登録者に対する研修の実施等による里親の育成って、国の方針はこの間報告書が出ていたんですが、うまくいくかどうかというのはなかなか難しいんですね、日本の場合の里親というのが。さっき言ったように、今、長期里親と専門里親と短期里親があると思いますけれども、もう少し地域でレスパイト的に扱う。家族だとかひとり親家庭が子育てにくたびれたときに、遠くのじいちゃん、ばあちゃんとかには連れていけないけど、近くのじいちゃん、ばあちゃんに行くとかというふうな仕組み、つまり、惣万さんが言っている共生型デイサービスを通常使うじゃないけど、ワンストップ的に使わせてもらうとか、何かその辺の書き込みをすればいいのかなと思っていたんですよね。
　里親と言ってもなかなかこれ、結構しんどいなと思っているんですけどね。里親の手当ても含めて県が上乗せするとかということも考えているんですかね、これ。

【前田厚生部長】　これ自体は、会長ご案内のとおり、どういう形で里親にお渡しできる、里親と暮らしていただくお子さんの数を増やすかというところが大きな目標になっていまして、０歳児のときには75％ぐらい、非常に高い割合で、なるべく里親の方々に見ていただける子どもを増やすというのが大きな目標になっているんですけれども、これ、国の目標と県の現状、本県は平均よりは高いんですけれども、二十数％ぐらいですので、そういう意味では相当乖離がありますから、あれは有識者としてのおまとめで、それを促進するための事業としてどういうメニューが出てくるかなというところをちょっと期待しています。

　なので、そういった、恐らく全体の方向性としては、里親の方々により受け入れを進めていただくような仕組みづくりというところは間違いなく必要だと思いますので、記載として今ちょっと固めに、そういう里親に着目したことはしっかりやっていきますよということを考えております。

　ちょっとお試しお預かりというところまで書けるかというところは少し研究させていただきたいと思います。

【大橋会長】　社協のボランティアコーディネーターってまさにそういうことなんだよね。一時的に預かってもいいよというのと、ひとり暮らしとか核家族で困っている人をうまくつなげてくる、それが本当のコーディネート機能なので、何かそういう頭出しをしないと、里親は里親の制度でやるというのはなかなかしんどいんじゃないかという感じはするんですよね。
　制度の谷間を埋めるという意味では、子どもの分野というのは一番ある意味ではしんどくて、そこのところをもう少し柔軟にやれるような仕組みをつくったらいいかなという、ちょっと風邪を引いたときに地域のおばあちゃんのところに行っていてよというぐらいのことでもいいんじゃないかな。
【宮田委員】　谷間というか関連ですけれど、日中短時間でしたらファミリーサポートセンターという仕組みはあるんですけれども、日中に限られますのと、あと、ニーズはあるけれども担い手がいないというのが１つ。運営も苦しいということはあります。

　もう１つ、ちょっとその関連で言うと、特別養子縁組というか赤ちゃん縁組というふうなことが、名古屋でしたかね、やったりしていますけれども、究極は熊本のこうのとりのゆりかごだと思うんですが、富山県のニーズはどうなのかちょっとわかりませんけれど、10年ぐらい前ですかね、１件あったのが解決したのかどうかわかりませんけど、産院前に置き去りにしたということがございましたが、その辺、いわゆる望まない妊娠とか出産ということだとか、若い世代の中絶の問題だとかいうのと、一方で、少子化で子どもがなかなかできないという、子どもが欲しい、大抵里親さんから始まって、そして養子にしていくというケースがあるんですが、そういう問題もあるということを１つ頭に入れておく必要があるんじゃないか。書く、書かないは別として。

【大橋会長】　室委員さん、ずっと聞きっ放しだけど、最後でもいいからまとめてしゃべる？いいですか。本当に遠慮しないで手を挙げていただいて。

　じゃ、18ページ、一応ここでも訪問看護ステーションの整備が在宅医療との関係ということで書いてありますが、18ページもいいでしょうか。18、19、よろしいですかね。

　多分これからは、（４）の買い物代行・配食、この辺がすごく大事なんでしょうね。これ、どこにやってもらうのかイメージはあるんですか。富山は生協がどれだけあるのかわからないんだけど、生協は結構やっているし、コンビニでやっているところもあるし、あるいは託送業者とつながっているところもあるし、いろいろやり方があるんだけど、どういうやり方を富山に書くかでしょうかね。
【前田厚生部長】　すみません、私ばっかりしゃべってあれなんですけど、もともとこの買い物代行、配食、移送サービスみたいなところは、本県でいきますと、今ほど在宅も訪問看護も弱いところがあるというお話はしたんですが、カリスマ的なところ、精神的なところはやっぱりあると思っていまして、南砺市であれば、ちっちゃい軽トラックを使って家の前までスーパーが来てくれるとか、移動スーパーとか、そういったところで高齢者の方々が自分で買い物できるような仕組みづくりとか、これは県が協力しているというよりも、むしろそういう自発的なところもありますし、本県、何度か先生にもご紹介いただきましたけど、ケアネットの中で、そういう支援というところも結構ニーズがあって、小さいその血筋あを支えていただいているところがありますから、そういったところからまず入って、さらにそういったところの中で、ケアネットの世界の中では、支え切れないものがあれば、より大きな福祉サービスとかに持っていけるような仕組みというところはしっかり実施をしていきたいなという形で、連携促進とか、サービスそのものの充実以上に、そういった連携みたいなところもちょっと意識をして書かせていただいたというところがございます。

【大橋会長】　ケアネットはどうしても個人になっちゃうから、個人でやられる部分と、あるＮＰＯなりをつくって組織的にこういうことをやってもらうというのがありますよね。例えば氷見の矢代とか碁石地区なんていうのはＮＰＯをつくってやっているわけだから、その辺をどれだけ書き込むかということでしょうね。

　20ページはいかがですか。
【惣万委員】　ちょっと戻りますけど、買い物代行で、うちはＢ型就労しているものだから、Ｂ型就労の働いている障害者の方と、うちは運転手とバスを用意して買い物代行ということで、町内会に今話しかけてやろうとしているんだけど、なかなかまだ希望がないというか遠慮しているというか。だから地域で、私は富山型デイサービスはそういうような面もみんなやっていけばいいんじゃないかなと思っています。障害者の方と一緒に買い物に来て、そのかわり管理は私たちがして、もちろん健常の人も一緒に行く。
【大橋会長】　だからこれ、本当に社協が考えなくちゃいけないのは、日常生活自立支援事業と買い物代行みたいなもの、時には成年後見まで含めて、一緒にやっていただけたらいいと思うんですね。社協が無理なら富山型デイでやってもらうとかＮＰＯでやってもらうとか、その仕組みが少しイメージアップできると随分違うなと思っていて、縦割りになっているからまずいので、買い物に行くというのは障害を持った人の生きがいでもあるわけね。選べるし、金銭管理もついでにやってもらえるというようなことをぜひ統合的にね。
【惣万委員】　そしたら、食べ物は１週間に１回か２回でもいいけれど、話が出てきたのは、服とか下着を買いたい。しまむらには１カ月１回来てくれたらという要望が出てきた。しまむらってわかりますか。

【大橋会長】　わかる。

　わかりました。つまり、そういう総合化が今度の厚労省の地域共生課の方向なので、制度を個々に整備すると同時に総合化をどうするかということを意識した書きぶりになるといいかなと。

　そういう意味で、20ページの総合的な情報提供や相談機関の充実で、（１）の情報提供の部分と（２）の専門相談機関の真ん中に、地域包括支援センターになるのかどうかわからないけど、全世代対応型の相談窓口の整備みたいなことを書かないとまずいんじゃないのかな。
　実は地域包括支援センターは何でも解決できると皆さん思っているけど、そんなことないんで、ただ窓口で受け付けるよと。受け付けた上で専門機関のところにちゃんとレファレンスしてくれるということが大事なので、だから、これ、飛んじゃうので、真ん中に何か入れないとだめかなという感じ、ちょっと工夫してもらえればと思いますね。
【惣万委員】　窓口１本で、最初の窓口に出るのは保健師さんがいいと思うんですよ。それか共生型をやっているデイサービスのベテランの看護師さんか。私は保健師さんは案外振り分けできるんじゃないかなと思っています。

【大橋会長】　これ、富山の地域包括支援センターがどこになるのか、国の方向がどこになるのか、国のほうも微妙にどこと書いていないんですよ。それは多分、力があるところがやればいいんじゃないの？ということなんだろうと思いますけども、今言ったように、地域包括支援センターなら保健師さんもいらっしゃる。だけど、委託されている包括支援センターの温度差が随分あり過ぎるとかいろいろあるので、どういう書きぶりをするかは別として、とりあえず全世代対応型の相談窓口と、それから、より深刻な問題についてはちゃんとレファレンスするということを書いておくということでしょうかね。

【吉本委員】　専門相談機関と言われるとちょっとあれなんですけど、精神の生活相談支援委員でしたか、老人のケアマネみたいな役割をしている人たちが福祉系のサービスを選択していますので、その分は移動じゃなくて福祉の分野ですので、そこの人たちをという場合にざっと協力してやっていくか。それは福祉の宮田…
【大橋会長】　多分専門相談機関の中に２つ入っちゃっているので、分ければいいんですよね。地域包括支援センターレベル、あるいは今吉本委員さんが言った障害者分野の相談支援員の活動の部分と、それから、そこは窓口になるんだけど、例えばより虐待が深刻だとかいろんな問題があってという高度な個別の対応をしなくちゃいけないという、そこを少し分けるということなんでしょう。

【前田厚生部長】　ちょっとこの相談のところでわかりにくかったのが、今この議論の中で中心になっています子どもの支援みたいなところが少し見えにくいというところがございます。
　具体的に申し上げますと、１の（１）のところで、今、介護でありますとか社福なり地域包括と書いてあるんですけど、子どものほうも母子保健法に基づく子育て世代の包括支援センターみたいなものがありますので、そういったちょっと見えにくかったなというところがありますから、その辺の記載も今後させていただきたいと思います。

　専門とそういう包括的なところは、場所のところはちょっと考えさせていただきたいと思います。

【大橋会長】　母子保健法の中で、子育て次世代包括支援センターがあるので、それをずっと列挙するのがいいのか、括弧してそういうものをやるのか。まとめてやろうという話なんだから、法制度の個別名称を書くのがいいかどうか。むしろ括弧して書くなりして工夫してください。
【惣万委員】　すみません。部長さん、私が言っているのは、１軒のうちにおじいちゃんが認知症だ、お母さんが精神病だ、子どもが発達障害だ何やらだって、この人たちがどう生きていけばいいかということを、窓口１本にして、それが振り分けできるのが保健師さんかなと言っているんです。

　今のところ、ばらばらなところに相談に行ってばらばらの回答を受けて、この人たちはどう生きていけばいいかわからない。誰も責任をとる人がいない。それを言っているんです。

【前田厚生部長】　惣万委員のご意見にちゃんと答えていなくてすみませんでした。そういう意味で、今ご指摘をいただいたとおり、精神医療、精神福祉みたいなところは少し県レベルの活動が多くて、逆にそのほかの子育てでありますとか知的等々の障害サービスというと市町村というところがありますから、全部厚生センターというとパンクしてしまうところもありますので、幸いに、そういう市町村でお願いしているところでも厚生センターとの連携をよくしているところもありますから、その辺でそういう迷い人が出ないように、そこは理念的にどこまで書けるかというのはあるんですけれども、ちょっと頑張ってみたいと思います。

【宮田委員】　他の分野の相談があった場合にも対応ができるように関係の連携とありますけれど、福祉中心ですとこれでいいと思うんですけど、例えばいじめだとか不登校や何かになると総合教育センターなどの相談機関もあるわけですね。結構窓口もあちこちあるようですけれど、あるいは、遺産相続じゃないけど、要するに財産関係が絡んでくるとよく出てくるのが、法テラスに相談したらどうかという話もあるんですね。ですから、そういう関連分野の相談機関との連携といったことも少し、この他の分野が何を指すかということです。福祉の他の分野なのかその周辺の関連分野なのかという、教育はぜひ入れてほしいなという感じがしますけれども。
【大橋会長】　先ほど部長さんが言っておられましたけど、専門相談員の濃淡が一緒になっちゃっているので、窓口一本化的な考え方でとりあえず受けとめるよ、だけど、より専門的なものはちゃんと関係機関に連絡して対応するよ、それはたらい回しじゃなくてやるよという書きぶりをきちんとしましょうと。決してスクリーニングの場所じゃないと。そういうことを言ってくれというんだから。
　だんだん時間がなくなってきて焦っているんですけど、じゃ、21ページ、よろしゅうございますか。避難行動要支援者の支援体制の強化というのはとても大事ですよね。

　じゃ、22ページ、かなりダブってきているところもあるのですが、23ページのとやま地域共生型福祉推進特区の活用だとか、生涯現役促進地域連携事業とか、農福連携とか、新しい動きがかなり盛り込まれてあるかな。いいですか。
　それじゃ、25ページ、国のほうで成年後見制度利用促進法だったっけかに基づいた基本計画ということなんだけど、今、遺産の問題とか法テラスの問題とか出ましたけど、大変大事ですよね。

【宮田委員】　利用者のほうのことなんですが、苦情関係を見ていますと、やっぱりサービス付き高齢者向け住宅が多いんですね。先ほどの住宅のところとも関連するんですけど、サービス付き高齢者向け住宅そのものが悪いのではなくて、そこでどういうふうな介護サービスを利用するか、あるいは提供するかというところが、先だっても新聞に出ていましたけれど、この辺の苦情の持っていき方というか、指導とか監督など、どうも曖昧なんですよね。お互いに線引きをして関係ないというような感じなので、ここは１つ課題だと思うんですが。
【大橋会長】　運営適正委員会にかなり苦情が上がってきている。

【宮田委員】　上がります。

【惣万委員】　先生、悪いところもある。もちろんいいところもある。
【大橋会長】　全国的なところなので、これは国交省と厚労省と整理してもらわないと端的に言えない問題で、国交省か高齢者支援課長も来ているんだけどね。
【宮田委員】　お互いに踏み込んでもらえばいいんですけれど、踏み込まずに線を引いてしまうと、結局泣き寝入りになるんですね。

【大橋会長】　結局、有料老人ホームもちゃんと届け出整理してきちんと確認できるようにしたけど、サ高住の中でもピンキリあってとか、本当に難しいんだよね。貧困ビジネス的なところになっちゃうと、本当にきちんと良心的にやってくれているのかなと思う。
　何かありますか。

【小栗建築住宅課住みよいまちづくり班長】　建築住宅課です。

　サ高住につきましては建築住宅課のほうで所管しておりまして、サ高住関係については登録制度があって、一定の条件を満たしているところは登録して、もしそういう苦情等があれば当然、立入調査とかもさせていただいています。

　その際に、サ高住につきましては、それに附属したいろんな、例えば食事の提供ですとか、デイサービス訪問もやっていれば、有料老人ホームにも重複して指定されていますので、厚生部と一緒に行って指導してきたり実際に調査してきたりして、お互いにあっちがあっちがということがないように連携してやっておりますので、またいろいろ苦情があった際には、一緒に連携しながらいろいろ対応していきたいというふうに思っております。

【宮田委員】　県だとどの課になるんですか。

【小栗建築住宅課住みよいまちづくり班長】　建築住宅課です。

【宮田委員】　それと同じ仕組みなので、全然分野は違うんですけど、いわゆる企業主導型の保育所というのが出てきまして、いわゆる本来の児童福祉分野ではない、あれは経産省ですかね、というのがあって、どんどん増えていくんだろうと思いますけど、保育の質や苦情などが、まだないんですけど、これからちょっと心配されますので、この辺の連携もしっかりやっていただきたいなという気がします。

【大橋会長】　ちょうど今から40年ぐらい前のベビーホテル問題と全く同じようなことが出始めているからね。切りがないよね。住宅だってどこを線引きするかって、届け出に該当しないところもあるしね。
【惣万委員】　これ、名前が悪い。サービス付きといったら部屋付きと勘違いする。だから、サービスがないホームって、「ない」と入れればいい。ケアがないとか。サービス付きといったら、どんなサービスがあるんだろうと思って入るわけだ。そしたらケアはないということが後でわかるわけだ。
【大橋会長】　それじゃ、26ページ、虐待防止部分。かなりこれは法律もできて整備されてきているからいいでしょうかね。それから差別解消法のこともあるし、生活困窮者支援、これもよろしいですか。

　ただ、ちょっと生活支援の中身が見えていないのかな。27ページですけどね。どうしても生活困窮者だと、ハローワークとか就労のほうに目が行っちゃっているけど、もっと日常生活自立支援事業だとか、そういうものとつなげた生活支援、さっき知的障害の方々の生活支援が広がるよという話をしたのと同じ書きぶりが少し必要になってくるかもしれませんね。

　28ページ、ここは刑務所等の矯正施設退所者の問題も出てきて、先ほど保護司のことを話しました。保護司も少しここに入れていただくとありがたいかもしれないですね。
　ドメスティック・バイオレンスも出ていますね。

　どこまで書き込むか難しいんですが、障害者を取り上げる際に、性同一性障害とかＬＧＢＴの問題をどう書くかというのは難しいんですけど、どこか少し言葉だけでも頭出ししておいたほうが、一応目配りはしているよという、差別解消法のところですかね、何か入れておいていただければ。

　それから、28ページの自殺対策、さっきいのちの電話の話が出ましたからよろしゅうございましょうか。
　29ページ、先ほどユニットケアのことが出ていましたけど、もっと個別ケアを徹底することというのは大事なんでしょうね。

　同じことが30ページ、精神障害者の地域生活への移行を促進するための取り組みの充実と同時に、日常生活の支援ということで、やっぱり個別ケアという考え方を繰り返し言っておくということじゃないでしょうかね。それさえあれば大体何でもできる、語弊があるけど、集団で捉えようとするからいろいろ問題があるので、個別ケアを徹底的にするということを書き込むということでしょうかね。

　武隈委員さん、今、重症心身障害児の介護者のレスパイトなんてのはどうなっているんですかね。レスパイトとかショートステイとか。あまり聞きません？
【武隈委員】　私はほぼ在宅のほうなので。
【前田厚生部長】　今２つあると思っていまして、１つは、重心という形で着目しますと、もともと入所施設として構えております国立病院機構の富山病院でありますとか、そういったところの受け入れというところ、あと、リハビリ病院のほうでも受け入れということで行っております。
　実際、数が限られているというのが現状になりますし、あと、難病の方々というところになりますと、今、富山大学のほうで非常にご尽力をいただいていまして、特に神経内科の方々の疾患ですと、結構大学のほうでうまくコーディネートしまして、何とかレスパイト、一時的に入れるようなところを探すみたいなことをやっていて、受け皿はあるんですが、完璧かと言われると、仕組みとしてはあるというような状況でございます。

【大橋会長】　どこかにレスパイトだとか、いわば難病だったらマクドナルドハウスみたいな企業だとかというのはちょっと書き込んでもいいかもしれないね。
【惣万委員】　富山型のショートステイ、私たち４床と３床と５床持っているんだけど、空床型なんだけど、区分６の人もおられる。
【大橋会長】　だって、惣万さんのところに行ったら重症心身障害、いたもんね。

【惣万委員】　だから大丈夫ですよ。ただ、合併する前の富山型が認められていないときは、32万人口で障害者のショートステイは３床しかなかった。そして、ほかのところに行っていた。今、富山型ができたから案外近くに来れる。本当に人工呼吸をつけるとか何かだったら部長さんが言われたところだけど。
【大橋会長】　その辺の実績を踏まえてやれていると。だけど、もう少し重度化とか、あるいは医療的ケアだとかとなったときにはどうするとか、病院につなぐとかということが見えれば安心感が出てくるかもしれないね。

　ありがとうございました。

　31ページはサービスの効率化と評価システム、よろしいですかね。

　32ページ、先ほど来いっぱい出てきましたけども、地域包括ケアシステムの深化で、全世代型、それから専門・多職種連携、ケアネット事業との関係ということでしょうか。
　この辺も、ケアネット事業、（２）の中に書いてあるんだけど、もう少し強くケアネット事業との連携を強めるとかというのがあってもいいかもしれないですよね。サービス同士のつながりを言っているけど、地域とのつながりみたいなことをどう意識化するかみたいなことがあるかもしれません。

　保健・医療・福祉の連携のサービスの一体化ということで、障害別等も含めて書かれていて、高次能機能障害も入っていますからいいかと思いますが。
　34ページ、ここで、ちょっと言いましたけど、（２）の下から５つ目ぐらいに市町村保健センターの危険因子の減少と言っているけど、さっき認知症の危険因子は、聴力の問題があるので、どこか書き込んでおいていただけるといいかなという。それは35ページにも絡むんですね。35ページのロコモティブシンドロームだとかという中に、口腔ケアは入っているんだけど聴力が入っていないですね。これをちょっと整理していただくといいかもしれません。

　じゃ、36ページ、37ページ、特に37ページの１の（１）の一番下の潜在化しているニーズの発見、社会福祉協議会等における相談体制の充実、これはぜひ強くお願いしたいですね。そのためにもケアネット事業の整備、発展が必要だということでしょうか。
　38ページの共生型包括ケアネットというのは31ページにも出てきていいんじゃないでしょうかね。

【石浦厚生企画課長】　そうしたいと思っています。

【大橋会長】　39ページ、さっきの専門相談のところで、やっぱり２つに分けましょうよと言ったのは②と③ですよね。やっぱり難病とかがんだとか虐待だとか、県レベルでかなり濃密にやらなくちゃいけない部分と市町村でやられる部分との違い。市町村の中も、例えば日常生活圏域の包括ケアでやるところと市のところでやらなくちゃいけないところの、その辺の書きぶりを少し整理すると見えてくるかもしれませんね。
　40ページ、よろしゅうございましょうか。
　実はこれ、ずっと読んできて、国のこの間の最終のまとめの中で、社会教育とか社会教育委員との連携というのが随分書き込まれたんですよね。これ、公民館があるけど。ぜひ教育企画課の方もいらっしゃるので、社会教育とか地域づくりをやる以上、社会教育や社会教育委員との関係、わざわざ厚労省の社会・援護局長が文科省の生涯学習政策局長のところへ行って協力をお願いしているということなので、どこに入れるかというのはわからないけど、ちょっと入れておいていただいたほうがいいかなという思いがしますね。

　ということで、一応さっと見ました。足りないところは、先ほど言ったように用紙に書いていただいて後ほどお出しいただければありがたいということで、よろしゅうございますか。
（３）新たな富山県民福祉基本計画策定に向けた今後のスケジュールについて

　　　事務局より資料６に基づき説明
４　閉　　会
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